
 

 
 

 
 

租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした政策

の名称 

ＡＣＳＡに基づく免税軽油の提供時における課税免除の特例措置の恒

久化 

2 対象税目 

 

① 政策評価の

対象税目 

（軽油引取税：外）（地方税３） 

② 上記以外の

税目 

 

3 要望区分等の別 【新設・拡充・延長】   【単独・主管・共管】  

4 内容 《現行制度の概要》 

自衛隊は、自らが使用する船舶の動力源に用いる軽油を調達する

際には、地方税法附則第１２条の２の７第１項第１号に基づき、令和３

年３月３１日までの間、課税免除の特例措置を受けているが、当該特

例措置の下で調達した軽油（以下「免税軽油」という。）を第三者に譲

渡する場合には、同法第１４４条の３第１項第３号に基づき、軽油引取

税が課税（みなす課税）されるとともに、同条第３項に基づき、当該譲

渡に先立って都道府県知事の承認を得ることとされている。 

 これに対し、豪州（平成２５年１月）、英国（平成２９年８月）、フランス

（令和元年６月）及びカナダ（令和元年７月）との物品役務相互提供協

定（以下「ＡＣＳＡ」という。）が発効したことを受け、平成２７年度から順

次、地方税法附則第１２条の２の７第６項及び地方税法施行令附則第

１０条の２の２第１１項に基づき、令和３年３月３１日までの間、それぞ

れのＡＣＳＡの下で自衛隊が保有する免税軽油を外国軍隊に提供した

場合には、課税免除の特例措置（譲渡に先立って得る都道府県知事

の承認の免除を含む。以下同じ。）を受けているところである。 

 また、現在、ＡＣＳＡ締結に向け調整を進めているインドとのＡＣＳＡが

発効した際には、地方税法施行令附則第１０条の２の２第１１項に規定

する国際約束として当該ＡＣＳＡが追加され、当該ＡＣＳＡの下で自衛隊

が保有する免税軽油をインド軍に提供した場合にも、同様の課税免除

の特例措置を受けることとなっている。 

《要望の内容》 

 既に締結しているＡＣＳＡは、１０年間の有効期限を設けているもの

の、いずれかの当事国政府が終了の意思表示をしない限り自動延長

するもので時限的な活動ではないことから、ＡＣＳＡ締結国との安全保

障協力の推進、各種オペレーションの効率的な実施、安全保障環境の

改善を図るためには、地方税法上の課税免除の特例措置についても

恒久的に受けることが必要不可欠である。 

このため、地方税法附則第１２条の２の７第６項において、「令和３年

３月３１日まで」とされている適用期限を廃し、地方税法本則における

当該特例措置の恒久化を要望するものである。 

なお、ＡＣＳＡの下で自衛隊が保有する免税軽油を外国軍隊に提供

した場合における課税免除の特例措置については、その前提となる自

衛隊が使用する船舶の動力源に係る軽油の免税措置と連動して期限



 

付きであったが、今般、自衛隊が使用する船舶の動力源に係る軽油の

免税措置について恒久化が要望されている。 

 

《関係条項》 

地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第１４４条の３、地方税法（昭和２

５年法律第２２６号）附則第１２条の２の７、地方税法施行令（昭和２５

年政令第２４５号）附則第１０条の２の２、地方税法施行規則（昭和２９

年総理府令２３号）附則第４条の７ 

5 担当部局 防衛装備庁装備政策部装備政策課 

6 評価実施時期及び分析対

象期間 

評価実施時期：令和２年９月 

分析対象期間：平成２９年度～ 

7 創設年度及び改正経緯 平成２７年度創設（豪） 

平成２９年度拡充（対象国：豪→豪、英） 

平成３０年度延長（３年） 

平成３１年度拡充（対象国：豪、英→豪、英、仏、加） 

令和２年度拡充（対象国：豪、英、仏、加→豪、英、仏、加、印（ＡＣＳＡ

締結が前提）） 

8 適用又は延長期間 船舶の動力源の軽油引取税の課税免除の特例措置と連動（恒久化） 

9 必要性

等 

① 政策目的及

びその根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

①平素から、我が国が持てる力を総合して、我が国にとって望ましい

安全保障環境を創出、②我が国に侵害を加えることは容易ならざるこ

とであると相手に認識させ、脅威が及ぶことを抑止、③万が一、我が国

に脅威が及ぶ場合には、確実に脅威に対処し、かつ、被害を最小化す

ること。 

 これらの目的の実現に資するため、緊急に発生するニーズに応じ、

追加的な財政負担や都道府県知事の事前承認を要することなく、諸外

国の軍隊等に対し、現場で必要となる軽油を迅速かつ円滑に融通する

ことを可能とし、運用の柔軟性と活動の効率性を確保すること。 

《政策目的の根拠》 

○ 国家安全保障戦略（平成２５年１２月１７日国家安全保障会議決定

及び閣議決定）（抄） 

 「（Ⅱ 国家安全保障の基本理念）現在、我が国を取り巻く安全保障

環境が一層厳しさを増していることや、我が国が複雑かつ重大な国家

安全保障上の課題に直面していることに鑑みれば、国際協調主義の

観点からも、より積極的な対応が不可欠となっている。我が国の平和と

安全は我が国一国では確保できず、国際社会もまた、我が国がその国

力にふさわしい形で、国際社会の平和と安定のため一層積極的な役

割を果たすことを期待している。 

これらを踏まえ、我が国は、今後の安全保障環境の下で、平和国家

としての歩みを引き続き堅持し、また、国際政治経済の主要プレーヤー

として、国際協調主義に基づく積極的平和主義の立場から、我が国の

安全及びアジア太平洋地域の平和と安定を実現しつつ、国際社会の

平和と安定及び繁栄の確保にこれまで以上に積極的に寄与していく。

（中略）第１の目標は、我が国の平和と安全を維持し、その存立を全う

するために、必要な抑止力を強化し、我が国に直接脅威が及ぶことを

防止するとともに、万が一脅威が及ぶ場合には、これを排除し、かつ被



 

害を最小化することである。第２の目標は、日米同盟の強化、域内外

のパートナーとの信頼・協力関係の強化、実際的な安全保障協力の推

進により、アジア太平洋地域の安全保障環境を改善し、我が国に対す

る直接的な脅威の発生を予防し、削減することである。第３の目標は、

不断の外交努力や更なる人的貢献により、普遍的価値やルールに基

づく国際秩序の強化、紛争の解決に主導的な役割を果たし、グローバ

ルな安全保障環境を改善し、平和で安定し、繁栄する国際社会を構築

することである。」 

 

○ 平成３１年度以降に係る防衛計画の大綱（平成３０年１２月１８日

国家安全保障会議決定及び閣議決定）(抄) 

 「（Ⅲ 我が国の防衛の基本方針）防衛の目標として、まず、平素か

ら、我が国が持てる力を総合して、我が国にとって望ましい安全保障環

境を創出する。また、我が国に侵害を加えることは容易ならざることで

あると相手に認識させ、脅威が及ぶことを抑止する。さらに、万が一、

我が国に脅威が及ぶ場合には、確実に脅威に対処し、かつ、被害を最

小化する。これらの防衛の目標を確実に達成するため、その手段であ

る我が国自身の防衛体制、日米同盟及び安全保障協力をそれぞれ強

化していく。」 

「（Ⅲ 我が国の防衛の基本方針 ３ 安全保障協力の強化）自由で

開かれたインド太平洋というビジョンを踏まえ、地域の特性や相手国の

実情を考慮しつつ、多角的・多層的な安全保障協力を戦略的に推進す

る。その一環として、防衛力を積極的に活用し、共同訓練・演習、防衛

装備・技術協力、能力構築支援、軍種間交流等を含む防衛協力・交流

に取り組む。また、グローバルな安全保障上の課題への対応にも貢献

する。こうした取組の実施に当たっては、外交政策との調整を十分に図

るとともに、日米同盟を基軸として、普遍的価値や安全保障上の利益

を共有する国々との緊密な連携を図る。」 

 

○ 日米物品役務相互提供協定（平成２９年４月２５日）（抄） 

「このような枠組みを設けることが、相互の後方支援について、日米 

防衛協力のための指針において言及されている二国間協力の実効性

に寄与することを認識し、このような枠組みを設けることが、日本国の 

自衛隊及びアメリカ合衆国軍隊が行う活動においてそれぞれの役割 

を一層効率的に果たすことを促進し、並びに国際の平和及び安全に 

積極的に寄与することを理解して、次のとおり協定した。」 

 

○ 日豪物品役務相互提供協定（平成２９年９月６日）（抄） 

「このような枠組みを設けることが、日本国の自衛隊及びオーストラ

リア国防軍が実施する活動であって、国際の平和及び安全に対する国

際連合憲章に従った両当事国政府による更なる積極的な貢献を追求

するものにおいて、それぞれの役割を一層効率的に果たすことを促進

することを理解して、次のとおり協定した。」 

 

○ 日英物品役務相互提供協定（平成２９年８月１８日）（抄） 

「このような枠組みを設けることが、日本国の自衛隊及び連合王国

の軍隊が実施する活動においてそれぞれの役割を一層効率的に果た

すことを促進し、並びに国際の平和及び安全に積極的に寄与すること

を理解して、次のとおり協定した。」 



 

 

○ 日仏物品役務相互提供協定（令和元年６月２６日）（抄） 

「このような枠組みを設けることが、日本国の自衛隊及びフランス共

和国の軍隊が実施する活動においてそれぞれの役割を一層効率的に

果たすことを促進し、並びに国際の平和及び安全に積極的に寄与する

ことを理解して、次のとおり協定した。」 

 

○ 日加物品役務相互提供協定（令和元年７月１８日）（抄） 

「このような枠組みを設けることが、日本国の自衛隊及びカナダ軍隊

が実施する活動においてそれぞれの役割を一層効率的に果たすことを

促進し、並びに国際の平和及び安全に積極的に寄与することを理解し

て、次のとおり協定した。」 

② 政策体系に

おける政策

目的の位置

付け 

防衛省における政策評価に関する基本計画について（防官企（防）

第１５４号。３１．３．２９）に規定する防衛省の政策評価における政策体

系において、次のとおり位置付けられている。 

 

基本目標：①平素から、我が国が持てる力を総合して、我が国にとって

望ましい安全保障環境を創出、②我が国に侵害を加えること

は容易ならざることであると相手に認識させ、脅威が及ぶこと

を抑止、③万が一、我が国に脅威が及ぶ場合には、確実に

脅威に対処し、かつ、被害を最小化 

 

政策分野：安全保障協力の強化（安全保障協力の強化） 

 

施策：国際平和協力活動等 

③ 達成目標及

びその実現

による寄与 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

ＡＣＳＡの下での自衛隊による免税軽油の提供については、我が国

と他国との物品・役務融通の円滑化というＡＣＳＡの趣旨に鑑み、軽油

引取税（みなす課税）を課すことは適当でなく、課税負担や都道府県知

事の事前承認に係る調整なく迅速に軽油を提供することにより、ＡＣＳ

Ａ締結国との安全保障協力の推進、各種オペレーションの効率的な実

施、安全保障環境の改善を図る。 

（※軽油提供ニーズはアドホックに発生するものであり、定量的な測定

指標〔軽油提供回数や提供量〕を設定することは困難である。） 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

本租税特別措置により、ＡＣＳＡ締結国の軍隊に対し、追加的財政

負担の懸念や提供に先立つ都道府県との調整なく軽油を提供すること

ができ、ＡＣＳＡ締結国との安全保障協力の推進に資することとなるとと

もに、円滑なオペレーションの実施に寄与し、ひいては安全保障環境

の改善につながる。 

10 有効性

等 

① 適用数 ○ 令和元年度：８７６．０ｋｌ 

日豪ＡＣＳＡの下でのオーストラリア軍への免税軽油提供実績 

１４０．０ｋｌ 

日加ＡＣＳＡの下でのカナダ軍への免税軽油提供実績 

７３６．０ｋｌ 

 

ＡＣＳＡの下での軽油の提供は、オペレーション上のアドホックなニー



 

ズに基づくため、将来の適用数の推計は困難である。 

② 適用額 ○ 令和元年度 

＠３２，１００円 × ８７６．０ｋｌ ＝ ２８．１１９（百万円） 

 

ＡＣＳＡの下での軽油の提供は、オペレーション上のアドホックなニー

ズに基づくため、将来の適用額の推計は困難である。 

③ 減収額 ○ 令和元年度 

＠３２，１００円 × ８７６．０ｋｌ ＝ ２８．１１９（百万円） 

 

ＡＣＳＡの下での軽油の提供は、オペレーション上のアドホックなニー

ズに基づくため、将来の減収額の推計は困難である。 

④ 効果 《政策目的の達成状況及び達成目標の実現状況》 

ＡＣＳＡの下での免税軽油の提供については、課税免除の特例措置

を講じることで、追加的な財政負担と都道府県との事前調整なく、現場

で迅速に軽油を融通することが可能となり、ＡＣＳＡ締結国との安全保

障協力の推進、各種オペレーションの効率的な実施、安全保障環境の

改善が図られている。 

また、インドについても、ＡＣＳＡ締結後において、同様の課税免除の

特例措置が適用されれば、同国との活動における運用の柔軟性や効

率性の更なる向上を実現し、安全保障協力の更なる推進やそれによる

安全保障環境の改善を図ることが可能となる。 

 

《達成目標に対する租税特別措置等の直接的効果》 

本租税特別措置により、ＡＣＳＡ締結国及びＡＣＳＡ締結後における

インドの軍隊に対する軽油の提供を追加的な財政負担の懸念や提供

に先立つ都道府県との調整による時間の消費なく実施できることとな

り、より一層の活動の効率性の向上や、それによる当該国との安全保

障協力の進展に資する。 

仮に、租税特別措置が実施されない場合、ＡＣＳＡ締結国の軍隊に

対する緊急時の迅速な軽油の提供に支障が生じ、当該ＡＣＳＡ締結国

との安全保障協力が後退するおそれがある。 

⑤ 税収減を是

認する理由

等 

ＡＣＳＡ締結国の軍隊に対し税負担なく迅速に軽油を融通すること

で、当該ＡＣＳＡ締結国との安全保障協力が進展するとともに、国際緊

急援助活動等において自衛隊や相手国軍隊の活動の効率性が向上

し、安全保障環境が改善される。喫緊のニーズに対応した軽油の提供

による安全保障協力の進展や各国との信頼・連携の深化の効果は大

きく、軽油引取税の減収額を上回る政策上の利益を得ることができる。 

また、この効果は、全自治体・全住民に及ぶものである。 

更に、部隊が活動する際には、必要な物品・役務の補給は自己完結

的に行うことが原則であり、ＡＣＳＡの下での軽油の提供は、原則として

アドホックな喫緊のニーズが発生した場合に限られるため、その提供

量・減収額ともに過大なものとなることは想定されない。 



 

11 相当性 ① 租税特別措

置等による

べき妥当性

等 

ＡＣＳＡ締結国の軍隊に対する軽油の提供を円滑化することで得ら

れる安全保障上の利益は、全自治体、全住民に及ぶものであり、租税

特別措置等によって措置することが妥当である。 

また、我が国と他国との物品・役務融通の円滑化というＡＣＳＡの趣

旨に鑑みれば、ＡＣＳＡ締結国の軍隊への免税軽油の提供につき、軽

油引取税（みなす課税）及び都道府県知事の事前承認を免除すること

には妥当性がある。 

加えて、ＡＣＳＡの下での軽油提供のニーズはアドホックに発生する

ため、あらかじめその数量を決定することが不可能であり、軽油引取税

の税額分をあらかじめ予算措置により確保することも困難であり、税制

上措置することが妥当である。 

② 他の支援措

置や義務付

け等との役

割分担 

他国との間で物品役務相互提供協定が締結されることを前提に、同

協定に基づき行われる物品又は役務の相互の提供については、既存

の同種の協定において認められる範囲内で消費税を課さないこととさ

れている。（平成２４年度税制改正大綱） 

重要影響事態に際して我が国の平和及び安全を確保するための措

置に関する法律（平成１１年法律第６０号）、重要影響事態等に際して

実施する船舶検査活動に関する法律（平成１２年法律第１４５号）、武

力攻撃事態等及び存立危機事態におけるアメリカ合衆国等の軍隊の

行動に伴い我が国が実施する措置に関する法律（平成１６年法律第１

１３号）又は国際平和共同対処事態に際して我が国が実施する諸外国

の軍隊等に対する協力支援活動等に関する法律（平成２７年法律第７

７号）に基づき外国の軍隊等に提供される免税軽油については、軽油

引取税のみなす課税を適用しないこととされている。（平成２９年度税

制改正大綱） 

③ 地方公共団

体が協力す

る相当性 

ＡＣＳＡの下で円滑に物品・役務を提供できる環境を整えることによ

る安全保障上の利益は、全自治体・全住民に及ぶ。 

12 有識者の見解  

特に意見なし。 

 

13 前回の事前評価又は事後

評価の実施時期 

令和元年度（ＡＣＳＡに基づく免税軽油の提供時における課税免除の

特例措置の拡充） 

 


